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記
　　
録広島大学文書館における法人文書管理の現状と課題
村
　　
上
　　
淳
　　
子
満了後とを横断する一元的な文書管理という業務を遂行する立場から、具体的な業務の流れに沿って現状を確認し、更なる業務の効率化に向けて課題を明らかにするとともに、より適切な文書管理の在り方について考えるための基盤作りを目指すものである。法人文書ファイル管理簿の調製及び廃棄簿の作成など、保存期間満了前のいわゆる現用文書に関する業務を担う現状を報告し、一元的 の実際について、二年目の成果をまとめ今後の業務に活かす手がかりとしたい。一
　
法人文書管理システムに基づく文書管理
　
本学の法人文書管理は、法人文書管理システム（以下、 「システム」
という。 ）の運用により実施している。システムは、全学情報共有基盤システムのうちファイル管理に関する部分 カスタマイズして 成されたものであり、本体部分のアプリケーションの一つとして作動している。システムに登録されたファイル名等のデータは、管理者権限によりＣＳＶファイルとしてエクスポートした後、エクセルファイル
はじめに　
広島大学文書館は、平成二六年四月より広島大学（以下、 「本学」
という。 ）の法人文書の管理に関する業務を財務・総務室総務グループより引き継ぎ、今年二年目を迎えた。平成二三年四月に公文書等の管理に関する法律（平成二一 法律第六六号、以下、 「公文書管理法」という。 ）に基づく「国立公文書館等」の指定を受け、移管された法人文書を特定歴史公文書等として保存管理するのみならず 保存期間満了前の法人文書を管理する機能を有することとなり、このことを以て本学の法人文書を保存期間満了の前後にかかわらず一元的に管理する組織となったと捉えている。昨年度は 法人 管理業務の引き継ぎを受け 、法人文書管理状況監査に参画するという新たな も加わった。内部監査への参画は、文書の作成から保存管理に至るまでの法人文書の一元的管理において、循環を形成する大きな要素の一つと考えている。　
本稿は、こうした昨年度の大きな変化を踏まえ、保存期間満了前と
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へのコンバートを経て法人文書ファイル管理簿や廃棄簿が作成されることとなる。一般ユーザーは、システムの利用によりファイル背表紙のＰＤＦを作成できるほか、文書番号の取得や文書の登録、原議書の作成も可能で、ＰＤＦにより文書の一覧等を作成・出力することもできる。　
文書の作成は、文書主義の原則に照らして欠かせない業務であり、
法人としての意思決定過程を記録に残し社会への説明責任を果たすためにも当然不可欠のものである。作成されるべき文書がきちんと作成されていない いう状況は、業務の遂行上あり得ない事態と思われるが、システムの管理を通じてリアルタイムで文書の登録状況が把握可能であること、疑義がある場合は法人文書管理状況監査等の機会において直接確認することができ こと等により、文書主義の原則 貫徹は担保されてい と考えている。　
システムを利用して文書を作成・登録する場合 法人文書ファイル
管理簿における大分類・中分類・小分類の分類ごとに類型化された「公開文書ファイル名」を選択することにより、あらかじめ設定された保存期限等に基づく作成年度や完結年度とともに文書を登録することができる。本学のシステムは、法人文書管理業務にそれほど精通していない人でも扱いやすく工夫 いう特質 り、こうしたシステム全体の考え方及び基本的な操作マニュアルにつ ては システム開発に携わった岡田泰司氏の「公文書管理法施行後の法人文書管理及び法人文書管理システムの運用につ 」を参照されたい
（１）
。
　
公文書管理法の施行後、管理簿への記載が義務づけられた保存期間
満了時の措置は、公開文書ファイル名に移管か廃棄かの措置を紐づけて設定している。措置予定の設定については、公文書管理法施行時の平成二三年度に総務グループからの依頼があり、以来 館が担当し設定してきた
（２）
。
　
当初の設定方法は、はじめに明らかに廃棄とすべきものを除外した
後、過去の移管実績と保存期間、重要度等の相関関係をある程度類型化し、基本的にはファイル一点ごとに設定するというもので った。一昨年度からは、省力化のためシステムからエクスポートしたＣＳＶファイルをエクセルにコンバートする際一括して割り当てることとしている。この方法は、ファイル点数が今後増大しようとも対応が容易であるという利点がある。　
一方で、この扱いは、措置予定の設定という動作がシステムにパッ
ケージされたものではないため システムデータ して組み込むことができず、一度エクセルファイル化したデータに後から貼り付けるという方法に起因する次善 策でもある。一度設定した内容が翌年以降の法人文書ファイル管理簿に引き継がれないため システム エクスポートしたデータにその都度貼り付ける必要があり この作業 思いのほかかなりの手間を要するものであった。　
公開文書ファイル名ごとに移管か廃棄かを定めるという現行 方法
は、同じ公開文書ファイル名であっても結果が異なることがあり、あくまで選別・移管作業時に全て確認する作業との組み合わせによって運用可能な方法であると考えている
（３）
。なお、作成部局等または管理担
当部局等において、法人文書ファイル管理簿 記載された移管か廃棄
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かの値を変更したい場合は、法人文書ファイル管理簿のホームページへの掲載にあたって内容 確認依頼を行う際に修正可能であり、要望があれば、その都度対応することとしている。　
法人文書管理システムの管理に関する業
務は、文書館の新たな業務となったものの一つであるが、システムの動作を修正し使いやすく改善していく作業も欠 せ いと考えている。昨年度から、総務グ ープ及び情報化推進グループと もに全学情報共有基盤システムについての定例打合せ会に参加し、改善の要望を伝え 機会を得ている。文書管理システムは、システム全体の一アプリのため 単独で改修 ることは難しく、現状ではメンテナンスの範囲内で当初仕様 微調整 よる対応となってる。それでも、今年度改善をみた成果として、ファイル管理簿タブから編集画面へ遷移が可能となったこと（図１） 、法人文書ファイル管理簿の検索機能が追加されたことが挙げられる。また、管理者権限 おいて備考欄が使用できるようになり 今後
図１　法人文書管理システムにおける編集画面　管理簿から編集画面への遷移
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はデータ上に延長措置履歴等のメモを残すことが可能となったことも、改善点の一つである。　
ハード面の改修とともに、ユーザー側に対する利用方法の説明とい
うソフト面の対応も必要と考えている。 システムの利用にあたっては、文書管理についての初歩的な事項――ごく当たり前すぎて今更言及されることもないと思われるよう ――を踏まえていれば、各段に効率的な運用が可能になると思われる。例えば、 文書には保存期間があり、規則に基づいて設定されていること、法人文書ファイル管理簿においてファイル名や作成時期、満了時期等の情報が公開され、情報公開請求に関係すること、出勤簿等を除くほとんど ファイルが年度単位で管理されること等、ごく基本的な事柄を抑えているこ が望ましいそして、ファイル現物とシステムのデータが合致するよう、システムのデータを修正した場合は ファイル現物 も背表紙を修正すること等、登録後の確認作業を継続的に実施するこ が必要である。普段の業務の優先順位において後回しになり ち 文書管理について、少し 心掛けで効率的 実施できることを実感でき ば システムとの相乗効果により適切な文書管理の実現が期待できるのである。二
　
法人文書選別・移管作業の実際
　
本学における法人文書管理業務の年間スケジュールは、次の通りで
ある
（４）
。
　
四月
　
法人文書ファイル管理簿のホームページへの掲載
　
五月
　
法人文書及び個人情報の管理に関する点検の依頼 （全学向け）
　　 　
 法人文書管理状況調査、特定歴史公文書等利用等に関する状況調査作業依頼（内閣府公文書管理課、七月〆切）
　
七月
　
法人文書廃棄簿作成依頼の送付（全学向け）
　
八月
　
 法人文書廃棄簿 成 に係る選別・移 作業日程調整実施及び廃棄簿（案）提出〆切
　
九月～一〇
　
法人文書選別・移管作業実施
　
一一月
　
法人文書廃棄簿提出〆切
　
一一月～翌年一月
　
随時法人文書ファイル管理簿の修正作業実施
　
二月
　
 法人文書ファイル管理簿の公開に係る確認依頼実施（全学向け）
　
三月
　
法人文書管理システムへの登録に係る周知実施
　
右に示したのは、業務全体の中の法人文書ファイル管理簿作成に係
る部分に特化したものである。このほか、移管された文書の目録作成や配架作業、移管文書目録のホームページへの掲載、レファレンス、閲覧利用及び学内の業務利用対応、各種研修の実施等の「国立公文書館等」として実施すべき があり、さらに法人文書管理状況監査等の監査業務、書庫整理支援や文書整理支援業務も随時行っている。また、法人文書管理システムデータの修正や、変更等の依頼に対応すことも 新たに文書館の業務として加わった事項である。　
以下、具体的な業務の概要について、文書作成及びシステムへの登
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録、選別・移管作業について説明したい。　
法人文書選別・移管作業は、七月下旬に全学に向けて法人文書廃棄
簿作成依頼を送付しスタートする。各部局等からの廃棄簿（案）の提出及び日程調整 経た後、九月、一〇月の二か月間にわたって対象組織を全て訪問する。おおむね各部局等は九 、法人本部等は一〇月にかけて実施し、 別途契約や経理等を担当 会計系の組織 ついては、翌年度からの保存スペースの確保という都合上、年度末に実施するスケジュールとしている。　
作業は、次のような流れで行っている。
①
 文書館は、当該年度に保存期間満了となる廃棄対象文書を抽出し措置予定列を付記した廃棄簿（案）リスト（エクセルファイル）を作成し、各部局等へ措置予定を照会
②
 各部局等は、廃棄簿（案）のデータと法人文書ファイルの現物を突合し、措置予定列に移管、廃棄 または延長のいずれかを記入し文書館へ提出
③
 廃棄簿（案）の提出と並行して作業日程を調整（週ごとに作業日程を割り振り、当該週で実施可能な日時を回答してもら 方式）
④
 各部局等は、
 作業当日までに廃棄簿
 （案）
 に記載されたナンバー

（ＩＤに相当する数値）をファイル現物に付箋等で貼付し、会議室等の作業場所へ集積
⑤
 文書館は、専門職員・事務補佐員の二名体制で台車及び運搬用折り畳みブルーケースを持って各業務組織を訪問（専門職員一名で訪問
する場合もあり）
⑥
 文書館と各部局等は、措置予定を協議し、廃棄か移管、または延長かを確定 。廃棄と確定したファイルには「 可」シールを貼付する。延長のファイルに 直径８㎜のタックシールを貼付、移管のファイルはその場でブルーケースに積み込み搬出
⑦
 後日、文書館は、 した措置予定を記載した「廃棄簿（案） （措置確定） 」リスト 作成 各部局等へ送付
⑧
 各部局等は、 「廃棄簿（案） （措置確定） 」リストを元に廃棄簿を作成し、総括文書管理者宛（送付先は文書館）に提出
⑨
 各部局等は、 「廃棄可 シー が貼付されたファイルを適切に廃棄する
⑩
 文書館は、 提出された廃棄簿を元にシステムデータ等を逐次修正し、措置結果を管理簿に反映させる
　
実際に訪問する業務組織は、広島市内の霞地区や東千田地区、福山
市や三原市、広島市内に所在する附属学校、東広島キャンパスの各部局等、各センター等を含め四〇ヵ所以上にのぼる。法人本部以外の各業務組織へは、専門職員が法人本部の公用車を運転して訪問している。なお、公用車の燃料費 は、今のところ全学の管理経費と 按分されている。　
移管文書の受入れ方法は、選別・移管作 において移管と決定した
ファイルをその場で持ち帰ることとしている。移管文書とするか否かの判断は、移管基準を参考にあ 程度事前に見通しを立てて準備する
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ものの、現物を確認したうえで担当者に業務の内容を尋ねて決定する場合が多い。判断のための時間が短く、じっくり余裕をもって確認したいが実際は難しいという問題点は残るが この方法では廃棄対象のファイルをプールするスペースが不要であ ほか、運搬のための労力も最小限に抑えることができる。受入れた法人文書は 保存措置を施した後、目録作成のうえ受入れから一年以内に配架することとなる。廃棄と確定したファイルの廃棄作業は、各業務組織において責任をもって実 するよう依頼している。　
廃棄簿の作成は、 総括文書管理者から文書管理者宛に依頼されるが、
実際の選別・移管作業において対象となるファイル 準備するのはそれぞれの業務の担当者であり、各担当の りまとめの窓口となる担当者（ほとんど 場合総務担当）が廃棄簿作成を担当して 担当者によって作業効率が向上する場合 あれば、そ 逆もあると う が実態である。ここ数年の印象では、作業の段取りについて特段引 継ぎが行われるわけではなく、せっかく蓄積された改善点につい 担当者が替わればゼロからやり直しとなる場合が少なからず見受けられる状況にある。例えば、作業当日までに対象ファイルを地下の書庫から一階の会議室へ集め、廃棄簿案リストに沿って順番にきちんと並べられていたため作業 非常にスムーズに進ん いた部局等 おいて、異動により担当者が替わった後 地下書庫で作 する状態に戻ってまったという事例があった。　
選別・移管作業は、全学的にみればかなり効率化が図られてきたと
いえるものの、まだまだ改善の余地 あると思 れる。廃棄簿作成の
依頼にあたっては、ＩＤを付箋等で貼付して廃棄簿案と現物との照合を容易にすること等を具体的に画像で示しつつ依頼しており、担当者の異動があった場合など 選別・移管作業への対応についても業務引き継ぎ 行ってほしい いうのが感想である。　
こうした中、今年度、特に文書管理体制の改善について特筆すべき
成果を上げたのが霞地区運営支援部の取り組みである。前年度から空きスペースを書庫へと改装する等の文書管理全般への対応を推進し着々と準備を進めてきたこともあり、管理状況が格段 改善された。取り組みの具体例は、学生支援グループリーダーの主導のもと、総務グループ文書管理担当をはじめ する関係者 協力により実現したものであり、担当者 体験談等を交え模範的な事例として学内研修等場で紹介する機会をもうけたいと考えている。こうした試みが、 学への刺激となるとともに、 よい影響が波及していくことを期待したい。三
　
法人文書の管理の実態とその問題点
　
昨年六月の業務組織改編により、 法人本部に共通事務室が設置され、
会計関係の事務が本部に集約されることとなった。医歯薬保健学研究科及び附属病院が所在する広島市内霞地区においても、会計関係業務組織の集約等の改編 行われた。組織 改編は 事務室 引っ越しのみならず、システムにおける法人文書ファイルの移動や管理担当グループ名の変更等が必要であり、文書管理においても大きな影響を伴うものであった。
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この度の業務組織の改編では、組織によっては新たな事務スペース
に対して人員が増大した一方、圧倒的に書庫スペースが狭量であることから、既存の所蔵ファイル数を減らすことが喫緊の課題であった。対応策の一環として、旧管財課から共通事務室へ引き継がれる予定であった保存期間満了前 ファイルを含む三八五点を文書館へ一括して移管することが協議された。保存期間満了前の文書の文書館への移管は、広島大学法人文書の分類、保存、重要度、移管及び廃棄等に関する細則第六条の規程に基づき、従前から実施されている措置である。今般、文書館が保存期間満了前 法人文書管理も行う組織となったことで、業務組織に対する利便性を高める役割がいっそう求められ、保存期間満了前移管等の需要がますます増大するものと思われる。　
このほか、組織改編に伴う文書管理上の問題として、各部局等にお
ける会計関係のファイルについて、ファイル 現物が各部局等に保管されているため、担当者が法人本部棟から各部局等へ出向い 対応する必要があ という過渡的な状況がある。今年度の選別・移管作業時においても、法人本部棟から部局へ 動して待機していても うか、または呼び出して来てもら いう局面があった 現在各部局等に残るファイルの保存期間が満了すれば解決す 事態と思われるが、こうした状況は当面続くと思われる。　
システムの構造に左右される問題もみられた。今年度は、平成二一
年度のシステム本格稼働から六年が経過し、保存期間五年の法人文書ファイルが満了時期を迎える年に当たってい 。 ファイルは、作成文書のなかでも繰り返し継続的に作成さ るものが多
い。このため、保存期間が一年乃至三年の作成文書が満了時期を迎えた際とは異なり、予想外の事象が表面化することとなった。　
システムの導入により、
 システムに登録されたデータは一点毎にＩＤ
が付与され、法人文書ファイル管理簿のファイル名と実際の現物のファイル名が一致することになるため、管理が容易になると見込んでいた。例外として、ファイル名が同じで分冊されるもの ついては、同じＩＤを利用して背表紙を作成し、最終的に全何冊という情報がわかるようになっていればよい いう運用としている。しかし、今回表面化したのは、一つのＩＤから年度 変えて背表紙を作成 た事例である。　
例えば
 「出張報告書
 平成二一年度」
 というファイルを作成する場
合、
 登録年度は二〇〇九年度、
 出張に関する文書の保存期間は五年であ
ることから、
 単年度完結であれば満了時期は二〇一五年三月三一日とな
る。システムでは、
 二〇〇九年の登録の場合
 「０９
－ 〇〇〇〇〇〇〇」
という西暦の下二桁に七桁の数字を組み合わせたＩＤ 付与される。　
問題となったのは、 既に作成済みのデータを利用し、 編集画面でファ
イル名の年度の部分を平成二二年度以降順次二七年度まで書き換え背表紙を出力したというものである。システム上 最終的に上書きされた情報だけが残るため、ＩＤが「０９
－ 」にもかかわらず、ファ
イル名が「出張報告書
　
平成二七年度」 、登録年度が二〇一五年度、
完結年度が二〇二一年三月三一日というデータが残り、平成 二から二六 までのデータは登録されて ない状態となってしま 。書庫には、同じ「０９
－ 」のＩＤから生成された背表紙が使用された
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ファイルが存在している。しかし、法人文書ファイル管理簿に対応するデータがないため、保存期間が満了時期を迎えても廃棄対象文書としてデータ抽出がなされず、現物のファイルはシステムに登録された事実がないのに存在するという宙ぶらりんの状態で書庫に残り続けることとなっ しまう。　
これは、法人文書ファイル管理簿のデータ一点に対し一つのＩＤを
付与するという基本的な考え方や、年度による管理という考え方が理解されていなかったことによるとみられる。こうした事例はごく限られたものであった はいえ、システムの利用により文書 必ずしもスムーズになるわけで ないことを例示するものであり、システムだけに頼ってはいけないと痛感してい 。この事例 みられた一部部局等においては、文書管理を担当する総務担当者 システムの登録の仕方について改め 周知する文面を作成 、グル プ内部へ通知する等 対策を講じたた 、通 後こうしたケースは見られなくなっている。　
登録されたデータと現物のファイルとを文書管理担当者、文書管理
者のレベルで棚卸しする機会があ ば、もっと早い時期に修正できていたかもしれず、少なくとも事務室キャビネットにお る一次管理の段階から書庫へ移す二次管理の前の段階で、管理簿と実際のファイルとを確認する作業が不可欠といえる。ただ、現状で そうした余裕がないのが実態と思われ、悩ましいところである。文書 は、システムによる管理のみならず 断に確認す 人の目が不可欠であるといえる。
　
また、保存期間三〇年の特許関係の法人文書ファイルについて、実
際のファイル管理の仕方が年度単位ではないため、法人文書ファイル管理簿 登録内容を修正したいという要望があっ 。これは、情報公開法施行時に作成された現行のデータでは、複数年の範囲のファイルとして登録されているものの、実際は数百にものぼる個人名単位で個別にファイルが作成され、業務 完了後に完結年度を設定することとなるため、保存期限が未設定の状態となっているというものであ 。業務の性質上
 ファイルの作成時期が同じでも完結年度が多様であるた
め年度でまとめることは不可能と う事情により、
 一ファイル一ＩＤと
する文書管理が難しいという事例である。登録方法と て、法人文書ファイル管理簿のデータ一つに対し、作成時期の最も古いものを起点として完結年度を定めず「○年～」とのみ記載す 方法 考えられるものの、決して満了することがな 法人文書ファイルとなってしまう。そこで 担当者と協議し、一〇年ごとに完結年度を区切 定期的に確認をとるよう訂正することとし 。こうした知的財産に関するファイルは、事務室の施錠可能な保管庫に整然 配架され適切な管理が実施されているため、管理上何ら問題ないと考えている。ただし、より現 に沿った最善の方法を追究する必要があ と思われる。　
電子データと紙媒体の関係を整理することも、昨年度からの作業を
通じて大きな課題の一つであると感じ いる。その一例 して、留学生関係の法人文書ファイル ついて、 正規か非 規か、 国費か私費か、在籍時期は何時か等によって、バックアップデータが作成されているものがあり、紙媒体で残すべきものをどのように判断するのがよいか
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という問題がある。さらに、学籍に関する情報は、国立大学法人化以降は全て電子データとして学籍情報管理システムに登録されているといわれているものの、 学内システムに存在する電子データそのものを、現行の法人文書管理システムにおいてどのように管理すべきか、本格的な検討が必要であ 。　
本学においては、作成されるべき文書は作成され、法人文書管理シ
ステムへの登録も順調に行われているとみられるが 実際 は文書の綴じ方や分類等の整理の段階に改善の余地があること 多い。システムの導入により、文書管 仕組みが定着した はいえ、今後もデータのみに頼ることなく管理を継続する必要がある。四
　
法人文書管理状況に関する監査
　
公文書管理法においては、公文書等の管理状況について毎年度内閣
総理大臣への報告が求められ、点検・監査 実施状況も報告事項 一つとされている。点検・監査は、行政文書の管理に関するガイドラインに毎年度の実施と結果の報告とが明示されており、本学におい は広島大学法人文書管理規則第六条第二項 監査の実施が規定され、平成二三年の公文書管理法 行時より個人情報 管理 関する点 ・監査と併せて実施している。　
本学では、毎年五月に個人情報及び法人文書管理に関する点検を依
頼するとともに、おおむね一二月から年明け二月にかけて監査を実施している。点検は、個人情報及び法人文書管理に関するチェックリ
トを送付し確認を依頼するもので、個人情報管理担当者及び文書管理担当者において実施している。監査は 毎年一〇乃至一五の業務組織を対象とし、各業務組織はおよそ三年に一回の割合で実地監査 対象となる。文書館の監査への参画は、監査室からの提案により実現したもので、館長及び公文書室長である専門職員が監査人 指定を受けて担当し、監査室及び総務グループとともに各組織を訪問して実施している。今年度は 点検のチェックリストや監査調書の項目について、総務グループとの事前打合せを経て文書館からの提案がいくつか盛り込まれた。今年度の法人文書の管理 関するチェックリストは、次の通りである（表１） 。なお このリス は、全学情報共有基盤システムの法人文書管理のページに自己点検用 て掲載 てい 。　
法人文書管理に関する監査は、個人情報の管理と密接に関連してお
り、本学の法人文書管理規則に規定する「重要度」に応じて、適切な保存管理が実施されているかどうかが項目 して問われている。重要度は、広島大学法人文書管理規則第一四条第一項に規定さ 、それぞれの保存方法については広島大学法人文書ファイル保存要領に例示されている。最も重要度の高い情報の類型は、人事情報や医療情報、不動産情報、訴訟情報のほか、学籍・成績情報等 教育機関ならでは情報が含まれる。　
昨年度の監査では、監査対象部局等の重要度Ⅲ、Ⅳに相当する法人
文書ファイル管理簿を抽出したリストを参考に、適切に されているかどうかの確認が行わ た
（５）
。保管場所の不足のため鍵のない保管庫
を使用せざるを得ないという説明もみられたが、スペース 確保や施
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◆法人文書の管理に関するチェックリスト
＜文書管理者の方は＞
１．部局等で作成・管理している法人文書ファイル等について、点検を行ってください。
２．点検した項目にチェック（✓）を付け、点検の結果、不適切な事例がある場合は、備考に記載してく
ださい。
報告者（文書管理者）名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
チェック項目 チェック欄
１．管理体制
○文書管理担当者を指名しているか。
○指名している場合、誰を指名しているか。（職・氏名：　　　　　　　　　）
２．法人文書の作成
○法人文書ファイルを新たに作成するときは、法人文書管理システムに登録し、シス
テムの「背表紙」を使用しているか。
○法人文書管理システムに登録したデータに変更がある場合は、システムのデータを
変更・修正し、背表紙を差し替えているか。
○一冊の法人文書ファイルに複数年度の法人文書を綴じるときは、最終年度を完結年
度として法人文書管理システムに設定しているか。
○法人文書管理システムに「控え」で登録するファイルは、出席者として配布を受け
た会議資料を部局等において記録用として保存するファイルのみとしているか。
○個人が業務上参考にするため等の目的で作成している手持ち文書を、法人文書管理
システムに登録していないか。
○一冊の法人文書ファイルに、異なる保存期間、重要度の法人文書を一緒に綴じてい
ないか。
３．法人文書の保存、管理
○紙の法人文書ファイルは、重要度に応じた保存場所に保存しているか。
　　例）　重要度Ⅳ：常時、入退室管理や施錠が可能な部屋、金庫等で保存
○個人の手持ち文書を、事務室の共用の保存場所や書庫に保存していないか。
○電子文書は、重要度に応じ、アクセスできる者を制限して保存しているか。
　　例）　重要度Ⅳ：担当者のみアクセス可能
○異動等に伴う事務引継の際、法人文書ファイルを適切に引き継いだか。
○組織改編や業務の所掌替えがあった場合には、関係するグループ等の間で法人文書
ファイルを適切に引き継ぐとともに、文書管理システム担当者（文書館）に連絡をし
たか。
４．法人文書の廃棄
○文書館の選定を受け、「廃棄」となった法人文書ファイル（廃棄可シールが貼られた
もの）は、速やかに、適切に廃棄しているか。
○保存期間が満了した法人文書ファイルであっても、業務上必要があるため廃棄でき
ないものは、延長の手続きをしているか。
○文書館の選定を受けずに廃棄された法人文書ファイルはないか。
５．研修
○法人文書の適切な管理のために、構成員へ研修への参加をよびかけているか。
６．法人文書の点検
○法人文書ファイル等の保存場所を的確に把握しているか。
○法人文書の作成・管理について、必要に応じ、構成員を指導・監督しているか。
○法人文書に関する規則の改正、通知等を構成員に周知しているか。
備考
表１　法人文書の管理に関するチェックリスト
広島大学文書館紀要　第18号（2016年）
― 75―
設面での改善について要求を行うことが監査員よりコメントされ、改善のための現状に即したフィードバックがなされているといえる。　
監査報告書では、ほかに法人文書管理システムに登録されるべき文
書が登録されていない事案及び、登録すべきでない控えのファイルが登録されている事案が指摘された。この指摘を受けた部局等については、文書館にお て後日システムへの登録を支援し、今年度の法人文書選別・移管作業において文書保管状況を実地に確認 ている。こうした監査と法人文書選別・移管作業とを連動させた対応が可能であることも、 一元的な 管理を行う体制ならでは 利点であるといえ　
監査室からは、監査報告書において「文書館長等が監査対応した部
局等においては 当該部局等担当者に対し、関係法令の目的並び趣旨に関する的確かつ詳細な説明がな 、 文書 理 務の必要性に関し、認識が深まったものと推察される」 、 「実地監査時にお て、当該業務に関する疑問点等に対しても的確な指導・助言が行わ 、実効性の高い監査が行えたものと認識 いる」 の参画による成果強調する所見が報告されている
（６）
。
　
監査業務への参画を契機に、文書管理業務の更なる向上 寄与して
いきたい。五
　
移管後の文書管理
　
公文書管理法における「国立公文書館等」は、特定歴史公文書等の
適切な管理を行う施設と規定されている。特定歴史公文書等は、保存
期間が満了した行政文書ファイル（法人文書ファイル）が国立公文書館等に移管されたものとされ、法人等又は個人から寄贈・寄託されたものも含まれる。選別・移管作業において保存期間満了後の措置 移管と決定し、文書館が受け入れた法人文書は、特定歴史公文書等として保存管理している。公文書管理法施行以前に所蔵していた法人文書及び行政文書についても、特定歴史公文書等として保存 おり、平成二七年一二月現在の点数は約一万八千点を数える。　
受け入れた文書の中には、後から重複等が判明し、現時点からみれ
ば廃棄としても全く差し支えないというものが存在する。文書館が設立された当初は、移管点数もそれほど多くなく、如何に文書を集めるかに腐心する状況であった。また、通常の選別・移管作業以外に 庫整理を行い、その際にまとめ 受け入れた の中には 選別する時間的余裕のな まま受け入れたと思われる みら 平成一九年夏に総務グループと共同で実施した法人本部棟 通称地下ピットにおける書庫整理作業では、二千点以上のファイルを受け入れた こうした廃棄簿外の文書では、担当者の手持ちファイルや、出席した会議資料のファイルなど、当該 務組織が作成 た原本に相当するは限らないものも含まれている。こうし 点を踏まえ、 後に改めて選別を実施する仕組みがあれば、より合理的な管理が可能になるのではないだろうか。　
公文書管理法では、特定歴史公文書等の保存や利用状況について、
移管の点数や利用請求点数、閲覧者数、利用請求 係る審査 、料金収受の状況のほか、研修の実施状況等の報告を求めて 。利用の
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促進を図るための取り組みについても、展示会の開催や見学の実施状況として、毎年度の報告が義務づけられている。　
当館の場合、保存期間満了後の法人文書の移管先であると同時に保
存期間満了前の文書管理も担うため、法 規定する「国立公文書等」としての業務に止まらない業務を担当する組織であるといえる。このことは、総括文書管理者である財 ・総務担当理事の所掌する財務・総務室総務グループが文書館の事務支援 実施 という関係にあるとともに、文書館の本体業務を担う 職員を擁する組織であることによっている。 は、こうした位置づけを有する ゆえ 、業務組織改編時の業務分掌見直しに際し文書管理業務 引き受け ことが可能となったのであ それだけ 、特定歴史公文書等として保存する文書は、事務利用に応える質を備えたものであることを目指 いる。組織の特性を活かし、作成から移管・廃棄、監査業務から特定歴史公文書等の保存管理までの文書管理の循環 中で 全体を見据えた業務を行っていきたい。おわりに　
公文書管理法第三二条は、行政機関の長及び独立行政法人等がその
職員に必要な研修を実施することを定めて る。広島大学文書館初任者研修や中堅職員研修等の階層別研修や、平成二三年度及び二四年度の二回にわたり開催した中国・四国地区国立大学法人等公理研修において、文書管理に関する研修を行って
（７）
。平成二六年度
より広島大学における法人文書の管理を担う組織となったことにより、総括文書管理者が主催する意味合いでの研修の開催が課題 なっていた。この課題に対し、学内職員に向けて広島大学公文書管理研修（基礎編）を開催した。実施の詳細は、別稿（平成二七年度公文書室業務報告）を参照されたい。　
公文書館理法における国立公文書館等は、 「国や独立行政法人等か
ら歴史公文書等（歴史資料として重要な公文書その他の文書）の移管を受ける施設」と位置づけられている。法律の目的規定にある精神を体現するにはどのような境地 目指すべきか、試行錯誤の連続でる。基盤となる業務を着実にこなすことで、組織全体 効率化に資するという姿勢で臨みたい。註（
１）岡田泰司「公文書管理法施行後の法人文書管理及び法人文書管理シス
テムの運用について」 『広島大学文書館紀要』第一三号
　
平成二三年
三月、四二～五八頁。
（
２）移管基準の設定については、拙稿「広島大学文書館における法人文書
移管基準の策定」 （ 『広島大学文書館紀要』第一六号
　
平成二六年二月、
五一～七〇頁）参照。
（
３）移管とすべき文書は、 基本的 札幌市 館が示した「重要公 」
の概念を援用し、 「市 職員が公文書館に移管すべき文書かどうかを適切に判断する基準は、歴史的価値だけでなく、市政上の重要性があるかどうかでなければならない」 （越後武介「札幌市公文書管理条
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例の制定及び施行について」 『札幌市文化資料室紀要』第五号
　
平成
二五年三月、六頁）という業務において重要かどうかという考え方を踏まえて決定することとしている。
（
４）法人文書管理に関する業務については、二〇一四年度全国大学史資料
協議会総会・全国研究会において「広島大学文書館における法人文書管理業務」として報告した（平成二六年一〇月九日
　
於大阪大学会館
講堂） 。
（
５）重要度Ⅳは「法人文書が流出（漏えい） 、紛失、改ざん等した場合、
本学の業務等に深刻かつ重大な影響を及ぼ もの」であり、 「特定の関係者以外に対し厳重に機密を保持すべきも 」 、重要度Ⅲは「法人文書が流出（漏えい） 、紛失、改ざん等した場合、本学の業務等に重大な影響を及ぼすもの」であり、 「特定の職制、グループ又は部局以外に対して機密を保持すべきもの」 とされる。 広島大学法人文書ファイル保存要領における保存方法は、 「 要度Ⅳ…常時人的又は機械的な入 （退） 室管理又は施錠がなされている部屋、 又は金庫等で保存。 （事務室金庫、 役員室、 サーバー室等） 」 「重要度Ⅲ…無人 に機械的入（退）室管理又は施錠がなされている部屋等で、鍵のかか 鉄庫等に入れて保存。 （事務室内の鍵付きキャビネット、 建物内の常時施錠の書庫等） 」である。
（
６） 「 （
4）その他所見」 「平成二七年度内部監査報告書（個人情報管理状
況監査・法人文書管理状況監査） 」より。
（
７）研修の成果は、 『平成二十三年度
　
中国・四国地区国立大学法人等公
文書管理研修報告書』 （平成二四年三月 、 『平成二十四年度
　
中国・
四国地区国立大学法人等公文書管理研修報告書』 （平成二五年一一月） 、『平成二十六年度
　
広島大学公文書管理研修報告書』 （平成二七年三月）
の報告書にまとめ刊行している。

（
むらかみ
　
じゅんこ
・広島大学文書館）
